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平成 27 年度国民健康保険保健事業及び総合保健施設事業 

事業実績報告に係る留意事項について 

 

平成 27 年度における国民健康保険調整交付金の交付申請及び事業実績報告につい

ては、「平成 27 年度国民健康保険調整交付金の交付（追加交付・交付決定一部取消）

申請及び事業実績報告について（通知）」（平成 27 年 12 月 18 日付け保発 1218 第３号）

により通知されたところですが、国民健康保険保健事業及び総合保健施設事業に係る

事業実績報告に当たっては、下記の事項に留意の上、事務を進めていただきますよう

お願いいたします。 

 

記 

 

Ⅰ 国保保健事業の実績報告について 

事業実績報告書等の作成に当たっては、別添の様式記入例及び点検表等を参照す

るほか、以下の点に留意の上作成すること。また、申請内容（対象経費、事業内容）

に変更がある場合には、変更点を明らかにすること。なお、平成 27 年 12 月から 28

年３月までの間における未実施事業（実施見込事業）がある場合には、「事業実施

確約書（様式任意／原本）」を添付して報告すること。 

 

１．国保ヘルスアップ事業、国保保健指導事業及び健康管理センター等健康管理事

業等に係る留意事項 

 

【様式Ｊ附表１－１】 

（１）国保ヘルスアップ事業及び国保保健指導事業について記入することとし、行

が不足する場合は適宜行を挿入して対応すること（シートの追加は行わないこ

と。）。 

殿 



 

また、事業区分ごと、かつ、保険者番号順に記入すること。 

 

（２）事業区分１及び２の事業名は次の例に従い記入すること。 

 実施事業が必須１つのみ 実施事業が複数 

区分１ 国保ヘルスアップ事業（特定健診未受診者対策） 

＊括弧内は小区分に対応する事業名（別紙参照） 

国保ヘルスアップ事業（特定健診未受診者対策ほか） 

＊括弧内は小区分に対応する事業名を１つ記入し、末

尾に「ほか」を付ける 

区分２ 小区分に対応する事業名を記入 小区分に対応する事業名を１つ記入し、末尾に「ほか」

を付ける 

 

【様式Ｊ附表３】 

「事業効果」には、申請時に記入した内容ではなく事業実施後の効果を具体的

に記入すること。事業を継続して実施している場合は、事業ごとに過年度の実績

等（各種健康教室等の実施回数、参加者数、各種健診の受診者数（受診率）、医

療費の動向等）と比較して、その効果について可能な限り数値化して具体的に記

入すること。 

また、事業の効果等を把握するため、事業ごとに次の三段階の評価を行うとと

もに、Ｃ評価とした事業については、その要因についても併せて記入すること。

（例：人員不足、準備不足、ＰＲ不足等） 

Ａ：計画以上に効果が上がった。 

Ｂ：計画どおりに事業展開された。 

Ｃ：計画どおりに事業展開されなかった。 

 

【様式Ｊ附表４】 

データヘルス計画を策定するためのレセプト情報の分析を行う事前準備とし

て、保険者が国民健康保険団体連合会（以下単に「連合会｣という。）に対してレ

セプト情報の提供等を依頼し、これについて保険者が連合会に対して負担した費

用（分担金、委託費等）は、レセプト情報の分析のための費用には当たらないこ

とから、当該費用は調整交付金（国保保健事業分）の助成対象外経費とすること。 

なお、上記の連合会に対して負担した費用のうち、別途通知されている「平成

27 年度特別調整交付金（その他特別の事情がある場合）の交付基準等について」

（平成 27 年 12 月 11 日付け保国発 1211 第１号）の９(３)⑱の費用については、

同通知に示す特別事情による財政負担増加等がある場合の対象経費としている

ものであること。 

 

【様式Ｊ附表５】 

国保被保険者以外の者を含めて実施する保健事業については、対象となる事業

の全体経費を算出した上で、国保被保険者の参加人数等により一般会計との費用



 

負担を明確にすること。 

また、備品の購入費は、国保被保険者以外の者を含めて実施する保健事業であ

っても、購入費の５割を助成対象経費とすること（国保加入率による按分は不要）。 

さらに、他の保険者と共同実施した場合は、保険者間の按分により費用負担の

内訳を明確にした上で助成対象経費を計算すること。 

なお、費用負担の按分方法については、都道府県において十分に確認を行うこ

と 

＊ 按分方法等の説明資料の提出は不要とするが、個別に確認を行う場合があ

ること。 

 

【添付資料】 

（１）実施計画書 

事業実績報告書提出の時点で、データヘルス計画の策定が完了していない場

合は、計画の策定を今年度中に完了する旨の保険者名の確約書（様式任意／原

本）を提出すること。 

 

（２）支援・評価委員会の支援等を受けたことを確認できる資料 

データヘルス計画の策定及び国保ヘルスアップ事業の実施に当たり国民健

康保険団体連合会に設置する支援・評価委員会の支援等を受けたことが確認で

きる資料（１年目の場合：国保・後期高齢者ヘルスサポート事業申請書の写し

等、２年目の場合：２年目の国保・後期高齢者ヘルスサポート事業申請書の写

し又は支援・評価委員会の議事次第等）の写しを提出すること。 

 

（３）決算（見込）書の抄本 

国民健康保険特別会計の事業勘定の歳入歳出決算（見込）書の抄本（申請事

業に係る対象経費について抜粋したもの）を、決算（見込）書抄本例を参考に

作成し提出すること。 

なお、事業区分３（３）の事業については、上記に加えて、直診勘定（又は

病院事業特別会計）の歳入歳出決算（見込）書の提出も必要であること。 

 

Ⅱ 総合保健施設事業の実績報告について 

提出に当たっては、以下のⅰ）からⅲ）までについて予め確認すること。 

ⅰ）予算書上、国民健康保険特別会計事業勘定（款）保健事業費の中で総合保健

施設分を分けて経理しているか（一般会計で経費された経費は対象とならな

い。）。 

ⅱ）平成 27 年度の報告様式を使用しているか。 

ⅲ）申請内容や助成要件に係る変更はないか。申請内容（対象経費、事業内容）

や助成要件（運営状況や直診施設等との連携状況等）に変更があった場合には、



 

変更前後の内容が分かる資料を必ず添付すること。金額に変更があった場合に

は、変更後の金額に下線を引くこと。 

また、報告書の作成に当たっては、別添の様式記入例を参照するほか、以下の事

項に留意の上、作成すること。 

 

１．施設・設備整備事業 

【様式Ｊ附表６】 

総合保健施設の施設・設備整備事業について記入すること。 

（１）「Ⅰ 国庫補助所要額」 

金額は千円未満切り捨てで記入すること。 

 

（２）「Ⅱ 施設・設備整備事業 １ 施設の名称及び所在地」 

① 施設の設置、運用開始年度が異なる場合、それぞれの年度を記入すること。 

② 施設名は条例上の名称と必ず一致していること。 

 

（３）「Ⅲ 施設・設備整備事業支出済内訳」 

① 施設整備費、設備整備費及び初度設備費いずれについても設置部門ごとに

区分して記入すること。 

② 居宅サービス部門は、更に機能別の内訳を記入すること。 

 

（４）「Ⅳ 添付書類等」 

① 平成 28 年 1 月中旬までに事業が完了していないときは、事業遂行状況報

告を同時に提出すること。また「事業実施確約書（任意様式／原本）」を添

付すること。 

② この様式には、歳入歳出決算（見込）書抄本（本事業に係る経費である旨

を関係部分に附記）、参考となる書類を添付すること。 

③ 契約書の写しや工事竣工を確認するための建築基準法による検査済証の

写し等をその他参考となる書類として添付すること。 

 

２．運営事業 

【様式Ｊ附表７】 

総合保健施設の運営事業について記入すること。 

（１）「Ⅰ 国庫補助所要額」 

加算要件を記入すること。なお、金額は千円未満切り捨てで記入すること。 

 

（２）「Ⅱ 運営事業 １ 施設の名称(設置年度)及び所在地」 

① 施設の設置、運用開始年度が異なる場合、それぞれの年度を記入すること。 

② 施設名は条例上の名称と必ず一致していること。 



 

 

（３）「２ 施設の内容」 

当該施設が介護保険法による居宅介護支援事業者（所）又は居宅サービス事

業業者の指定を受けている場合には、その旨を記入すること。 

 

（４）「３ 施設の連携状況」 

① 国民健康保険診療施設の名称・所在地及び併設・隣接（または連携）の区

別を記入すること。 

② 介護支援部門・居宅サービス部門等が総合保健施設外にある場合、その部

門を有する施設の名称及び連携状況を明らかにすること。 

 

（５）「４ 運営事業別支出内訳」 

① ４月から 11 月までの実績と 12 月から３月までの見込を区別して記入する

こと。 

② 「対象経費支出済額」には、当該事業について一般会計により負担すべき

費用がある場合は、国保特会計上分の額に括弧書きで一般会計計上額も併記

すること。 

③ 施設管理費については、保健事業部門及び介護支援部門に係るものを、ま

た、その他事業実施に係る経費については、国保被保険者分を計上し、対象

外の経費と按分する場合はその考え方を明らかにするとともに、備考欄に計

算根拠等を記入もしくは補足資料を添付すること。 

④ 利用料・自己負担がある場合、備考欄に内容、内訳を記入すること。 

⑤ 健康診査（一般健診、人間ドック、がん検診、脳ドック等）事業に係る費

用については助成対象外経費とする。 

 

（６）「５ 予算科目別支出内訳」 

「４ 運営事業別支出内訳」の合計と一致していること。 

 

（７）「６ 保健事業実施状況等（計画含）」 

実施した事業について詳細に記入すること。 

 

（８）「Ⅲ 添付書類」 

① 平成 27 年 12 月から 28 年３月までの間における未実施事業（見込）につ

いては、「事業実施確約書（任意様式／原本）」を添付すること。 

② この様式には、歳入歳出決算（見込）書抄本（本事業に係る経費である旨

を関係部分に附記）、参考となる書類を添付すること。 

 

３．事業報告集計 



 

【様式Ｊ附表８】 

（１）施設・設備整備事業及び運営事業ごとに区分して、保険者番号順に記入する

こと。なお、事業ごとに小計を記入すること。 

 

（２）「決定予定額」欄は記入しないこと。 

 

（３）「備考」欄に施設の設置年度、加算要件と金額を記入すること。なお、「様式

Ｊ附表７」と一致していること。 

 

（４）その他 

「様式Ｊ附表６」、「様式Ｊ附表７」及び「様式Ｊ附表８」は、保健事業分と

は別に提出すること（都道府県の送付書も別に用意すること）。 

 

Ⅲ 交付決定予定額について 

１．国保保健事業及び総合保健施設事業の交付決定予定額については、平成 28 年

２月 19 日頃までに都道府県宛て電子メールで連絡する予定であること。 

 

２．事業区分については、別紙「事業区分対応一覧」を参照すること。 

 

Ⅳ 交付申請書等の申請手続について 

１．提出書類 

「別表」に掲げる報告書及び添付書類 

なお、「国保事業報告システム」により作成する「様式Ｊ」及び「別紙」は、

紙媒体での提出は不要であること。 

 

２．提出方法 

（１）保険者においては、事業区分ごとに各様式及び添付資料をＡ４サイズで作成

すること。 

 

（２）都道府県においては、事業区分ごと、かつ、保険者番号順に各様式及び添付

資料を編綴
へんてつ

し、保険者名（事業区分３の事業は保険者名及び施設名）を記入し

たインデックスを貼付すること。 

また、「国保ヘルスアップ事業及び国保保健指導事業」、「健康管理センター

等健康管理事業等」、「総合保健施設事業」のそれぞれについて送付書を作成し

て提出すること。 

 

３．提出期限 

平成 28 年１月 15 日（必着） 



 

※ なお、「国保事業報告システム」により作成する電子データ（「様式Ｊ」及び

「別紙」）については、交付決定予定額の連絡後、へき地運営費分、直診整備

分及び直診特別分と併せて平成 28 年２月 25日までに電子メールで送付するこ

と。 


